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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第３期
第３四半期
連結累計期間

第４期
第３四半期
連結累計期間

第３期

会計期間
自　2015年４月１日
至　2015年12月31日

自　2016年４月１日
至　2016年12月31日

自　2015年４月１日
至　2016年３月31日

売上収益
（百万円）

809,988 877,307 1,136,011

（第３四半期連結会計期間） (261,949) (290,338)  

税引前四半期利益又は

税引前利益
（百万円） 65,956 83,051 91,567

親会社の所有者に帰属する

四半期（当期）利益 （百万円）
43,306 56,495 64,914

（第３四半期連結会計期間） (15,370) (17,392)  

親会社の所有者に帰属する

四半期（当期）包括利益
（百万円） 43,450 57,051 65,376

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 568,429 634,139 590,355

資産合計 （百万円） 982,861 1,120,567 1,013,527

基本的１株当たり四半期

（当期）利益（親会社の所有者

に帰属）
（円）

150.17 195.90 225.10

（第３四半期連結会計期間） (53.30) (60.31)  

希薄化後１株当たり四半期

（当期）利益（親会社の所有者

に帰属）

（円） － － －

親会社所有者帰属持分比率 （％） 57.8 56.6 58.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 2,217 △77,196 63,957

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △4,196 △11,456 △8,149

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △244 66,879 △9,116

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 180,657 207,947 229,751

（注）１．当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上収益には、消費税等は含まれておりません。

３．百万円未満を切り捨てて記載しております。

４．希薄化後１株当たり四半期（当期）利益（親会社の所有者に帰属）については、希薄化効果を有する潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

５．上記指標は、国際会計基準（IFRS）により作成した要約四半期連結財務諸表及び連結財務諸表に基づいてお

ります。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当社は、前連結会計年度よりIFRSに準拠した連結財務諸表を開示しており、以下の業績及びキャッシュ・フローの

状況につきましては、IFRSに準拠した要約四半期連結財務諸表に基づいて記載しております。また、前年同四半期の

数値もIFRSに準拠して比較分析を行っております。

 

(１）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境に改善が見られ、緩やかな回復基調が続いて

いるものの、海外経済の不確実性が高まり、先行き不透明な状況で推移いたしました。

　当不動産業界におきましては、住宅ローン減税等の住宅取得支援制度や低金利を背景として、住宅投資への関心

が高まりましたが、低価格物件を中心に他社との競争は依然として厳しい状況にあります。

　このような状況のもと、当社グループは「誰もがあたり前に家を買える社会」の実現を目指し、徹底した原価管

理と品質の向上に努め、高品質の住宅を低価格で供給することに注力してまいりました。

　その結果、当第３四半期連結累計期間の売上収益は8,773億７百万円（前年同期比8.3％増）、営業利益は850億

89百万円（前年同期比25.0％増）、税引前四半期利益は830億51百万円（前年同期比25.9％増）、親会社の所有者

に帰属する四半期利益は564億95百万円（前年同期比30.5％増）となりました。

 

　セグメント別の業績は、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 件数 売上収益（百万円） 前年同期比（％）

一建設グループ（注）４    

（区分）戸建分譲事業 8,139 206,362 8.0

マンション分譲事業 371 25,364 △3.8

請負工事事業 1,750 29,887 17.8

その他 - 2,180 1.7

小計 10,260 263,794 7.7

飯田産業グループ    

（区分）戸建分譲事業 4,801 155,886 8.2

マンション分譲事業 125 3,839 343.0

請負工事事業 120 1,421 88.8

その他 - 4,523 25.1

小計 5,046 165,669 10.9

東栄住宅グループ    

（区分）戸建分譲事業 2,645 89,230 3.6

マンション分譲事業 - - -

請負工事事業 146 4,036 △2.8

その他 - 709 6.0

小計 2,791 93,976 3.4

タクトホームグループ    

（区分）戸建分譲事業 2,680 76,943 7.3

マンション分譲事業（注）５ 1 5,160 51.5

請負工事事業 70 1,051 32.9

その他 - 460 △10.4

小計 2,751 83,615 9.5
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セグメントの名称 件数 売上収益（百万円） 前年同期比（％）

アーネストワン    

（区分）戸建分譲事業 7,591 176,125 4.1

マンション分譲事業 329 13,790 32.6

請負工事事業 172 2,183 47.8

その他 - 202 1.0

小計 8,092 192,301 6.1

アイディホーム    

（区分）戸建分譲事業 3,088 75,715 18.3

マンション分譲事業 - - -

請負工事事業 9 175 51.2

その他 - 376 6.4

小計 3,097 76,267 18.3

その他（注）６    

（区分）その他 - 1,682 △35.2

（区分計）戸建分譲事業 28,944 780,263 7.4

マンション分譲事業 826 48,153 17.3

請負工事事業 2,267 38,755 18.6

その他 - 10,135 0.4

総合計 32,037 877,307 8.3

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．戸建分譲事業には、戸建住宅のほか、建築条件付戸建住宅及び宅地等が含まれます。マンション分譲事業に

は、分譲マンションのほか、マンション用地等が含まれます。請負工事事業には、注文住宅のほか、リ

フォームやオプション工事等が含まれます。

４．一建設グループの住宅情報館㈱における戸建住宅、建築条件付戸建住宅及び宅地等については、前連結会計

年度までは同セグメントの請負工事事業に含めて記載しておりましたが、当第３四半期連結累計期間より、

同セグメントの戸建分譲事業に含めて記載しており、前３第四半期連結累計期間においても同セグメントの

戸建分譲事業に含めたうえで前年同期比を算定しております。

５．タクトホームグループにおけるマンション分譲事業の件数は、オフィスビルの一棟販売を１件として記載し

ております。

６．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ファーストウッド㈱及び当社の

事業に係るものであります。

 

(２）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の資産合計は１兆1,205億67百万円となり、前連結会計年度末比で1,070億40百万円

の増加となりました。これは主に、棚卸資産の増加1,154億34百万円等によるものであります。

　当第３四半期連結会計期間末の負債合計は4,857億11百万円となり、前連結会計年度末比で631億77百万円の増加

となりました。これは主に、社債及び借入金の増加802億94百万円、営業債務及びその他の債務の減少77億25百万

円及び未払法人所得税等の減少78億11百万円等によるものであります。

　当第３四半期連結会計期間末の資本合計は6,348億56百万円となり、前連結会計年度末比で438億63百万円の増加

となりました。これは主に、剰余金の配当132億79百万円に対し、四半期利益565億88百万円を計上したこと等によ

るものであります。
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(３）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は2,079億47百万円となり、

前連結会計年度末比で218億４百万円の減少となりました。

　当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は771億96百万円（前年同期は22億17百万円の獲得）となりました。

　これは主に、税引前四半期利益830億51百万円、棚卸資産の増加額1,153億円、営業債務及びその他の債務の減少

額78億95百万円及び法人所得税の支払額365億91百万円があったことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は114億56百万円（前年同期は41億96百万円の使用）となりました。

　これは主に、固定資産の取得による支出70億62百万円、投資の取得による支出22億19百万円及び貸付による支出

20億60百万円があったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果獲得した資金は668億79百万円（前年同期は２億44百万円の使用）となりました。

　これは主に、借入金の増加804億92百万円及び配当金の支払額132億52百万円があったことによるものでありま

す。

 

(４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(５）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間のグループ全体の研究開発費は１億57百万円であります。

　研究開発の主な内容は下記のとおりであり、報告セグメントに帰属しない当社において発生した研究開発費であ

ります。なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。

①　日本とは異なる高温多湿な国での住宅建築向けに、独自のコンクリートブロック工法を開発し、2016年12月に

　国内特許査定を受け、現在は国際特許を出願中であります。

②　当社が国内で採用する在来軸組工法よりも海外適応性を高めた「木質系新工法」を開発中で、2016年11月に国

　内特許出願を行いました。

③　木材加工工場が無い地域において、現場技術者の技能に依存せずに高い品質の木造住宅を供給することを目的

　とした「移動式木材加工設備」の開発が概ね完了いたしました。

④　更に「水素社会の実現化を目標とした研究活動」にも取り組んでおり、先般、基本技術が完成し、2017年１月

　に３件の国内特許出願を行いました。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,100,000,000

計 1,100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2016年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2017年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 294,431,639 294,431,639
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100株

であります。

計 294,431,639 294,431,639 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金残高
（百万円）

2016年10月１日～

2016年12月31日
－ 294,431,639 － 10,000 － 2,500

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2016年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

2016年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　6,047,500
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　288,110,100 2,881,101 －

単元未満株式 普通株式　　　274,039 － －

発行済株式総数 294,431,639 － －

総株主の議決権 － 2,881,101 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,900株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数29個が含まれております。

 

②【自己株式等】

2016年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）      

飯田グループホールディン
グス㈱

東京都西東京市北原町
三丁目２番22号

6,047,500 － 6,047,500 2.05

計 － 6,047,500 － 6,047,500 2.05

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」（以下、「IAS第34号」という。）に準

拠して作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2016年10月１日から2016

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2016年４月１日から2016年12月31日まで）に係る要約四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

（単位：百万円）
 

 注記
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2016年12月31日）

資産    

流動資産    

現金及び預金 8 233,316 212,662

営業債権及びその他の債権 8 2,516 4,421

棚卸資産  460,794 576,229

営業貸付金及び営業未収入金 8 25,745 29,025

その他の金融資産 8 1,498 1,763

その他の流動資産  10,658 9,049

流動資産　合計  734,529 833,151

    

非流動資産    

有形固定資産  56,032 60,615

のれん  198,297 198,290

無形資産  1,164 1,083

その他の金融資産 8 15,519 20,053

繰延税金資産  7,832 7,180

その他の非流動資産  150 191

非流動資産　合計  278,997 287,415

    

資産　合計  1,013,527 1,120,567
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（単位：百万円）

 

 注記
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2016年12月31日）

負債及び資本    

負債    

流動負債    

社債及び借入金 8 195,409 233,491

営業債務及びその他の債務 8 117,996 110,271

その他の金融負債 8 3,268 3,514

未払法人所得税等  20,014 12,203

その他の流動負債  15,658 13,114

流動負債　合計  352,347 372,595

    

非流動負債    

社債及び借入金 8 60,309 102,521

その他の金融負債 8 1,012 290

退職給付に係る負債  5,350 6,452

引当金  3,072 3,217

繰延税金負債  331 518

その他の非流動負債  110 113

非流動負債　合計  70,186 113,115

    

負債　合計  422,534 485,711

    

資本    

資本金  10,000 10,000

資本剰余金  418,503 418,503

利益剰余金  174,000 217,230

自己株式  △13,196 △13,197

その他の資本の構成要素  1,047 1,603

親会社の所有者に帰属する持分合計  590,355 634,139

非支配持分  637 716

資本　合計  590,992 634,856

    

負債及び資本合計  1,013,527 1,120,567
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（２）【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）
 

 注記
前第３四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2016年４月１日
至　2016年12月31日）

売上収益 5 809,988 877,307

売上原価  △677,987 △720,795

売上総利益  132,000 156,511

販売費及び一般管理費  △64,462 △71,610

その他の営業収益  982 641

その他の営業費用  △469 △453

営業利益  68,052 85,089

金融収益  111 280

金融費用  △2,207 △2,318

税引前四半期利益  65,956 83,051

法人所得税費用  △22,592 △26,462

四半期利益  43,363 56,588

    

四半期利益の帰属    

親会社の所有者  43,306 56,495

非支配持分  57 92

四半期利益  43,363 56,588

    

１株当たり四半期利益    

基本的１株当たり四半期利益（円） 7 150.17 195.90

希薄化後１株当たり四半期利益（円）  - -
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【第３四半期連結会計期間】

（単位：百万円）
 

 注記
前第３四半期連結会計期間
（自　2015年10月１日
至　2015年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　2016年10月１日
至　2016年12月31日）

売上収益 5 261,949 290,338

売上原価  △217,060 △240,009

売上総利益  44,889 50,328

販売費及び一般管理費  △21,785 △24,666

その他の営業収益  470 242

その他の営業費用  △16 △51

営業利益  23,557 25,852

金融収益  23 179

金融費用  △586 △496

税引前四半期利益  22,993 25,535

法人所得税費用  △7,594 △8,110

四半期利益  15,399 17,425

    

四半期利益の帰属    

親会社の所有者  15,370 17,392

非支配持分  29 32

四半期利益  15,399 17,425

    

１株当たり四半期利益    

基本的１株当たり四半期利益（円） 7 53.30 60.31

希薄化後１株当たり四半期利益（円）  - -
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）
 

 注記
前第３四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年12月31日）

 
当第３四半期連結累計期間
（自　2016年４月１日
至　2016年12月31日）

四半期利益  43,363  56,588

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

売却可能金融資産の公正価値の純変動  143  529

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の

純変動
 1  27

純損益に振り替えられる可能性のある項目

合計
 144  556

税引後その他の包括利益  144  556

四半期包括利益  43,507  57,144

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  43,450  57,051

非支配持分  57  92

四半期包括利益  43,507  57,144

 

【第３四半期連結会計期間】

（単位：百万円）
 

 注記
前第３四半期連結会計期間
（自　2015年10月１日
至　2015年12月31日）

 
当第３四半期連結会計期間
（自　2016年10月１日
至　2016年12月31日）

四半期利益  15,399  17,425

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

売却可能金融資産の公正価値の純変動  44  418

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の

純変動
 △0  29

純損益に振り替えられる可能性のある項目

合計
 43  448

税引後その他の包括利益  43  448

四半期包括利益  15,443  17,873

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  15,414  17,841

非支配持分  29  32

四半期包括利益  15,443  17,873
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（３）【要約四半期連結持分変動計算書】

前第３四半期連結累計期間（自　2015年４月１日　至　2015年12月31日）

（単位：百万円）
 

 

 親会社の所有者に帰属する持分

注記 資本金  資本剰余金  利益剰余金  自己株式  

その他の資本の構成要素

確定給付制度
の再測定

 

売却可能
金融資産の
公正価値
の純変動

2015年４月１日残高  10,000  417,723  120,045  △13,190  △60  646

四半期利益  －  －  43,306  －  －  －

その他の包括利益  －  －  －  －  －  143

四半期包括利益合計  －  －  43,306  －  －  143

配当金 6 －  －  △10,958  －  －  －

自己株式の変動  －  －  －  △5  －  －

その他の増減額  －  780  －  －  －  －

所有者との取引額等合計  －  780  △10,958  △5  －  －

2015年12月31日残高  10,000  418,503  152,392  △13,195  △60  790

 

（単位：百万円）
 

 

 親会社の所有者に帰属する持分

 非支配持分  資本合計
注記

その他の資本の構成要素

 

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

キャッシュ・
フロー・ヘッ
ジの公正価値
の純変動

 
その他の資本
構成要素合計

2015年４月１日残高  △1  584  535,162  569  535,732

四半期利益  －  －  43,306  57  43,363

その他の包括利益  1  144  144  －  144

四半期包括利益合計  1  144  43,450  57  43,507

配当金 6 －  －  △10,958  △12  △10,971

自己株式の変動  －  －  △5  －  △5

その他の増減額  －  －  780  －  780

所有者との取引額等合計  －  －  △10,183  △12  △10,196

2015年12月31日残高  △0  729  568,429  614  569,044
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当第３四半期連結累計期間（自　2016年４月１日　至　2016年12月31日）

（単位：百万円）
 

 

 親会社の所有者に帰属する持分

注記 資本金  資本剰余金  利益剰余金  自己株式  

その他の資本の構成要素

確定給付制度
の再測定

 

売却可能
金融資産の
公正価値
の純変動

2016年４月１日残高  10,000  418,503  174,000  △13,196  48  999

四半期利益  －  －  56,495  －  －  －

その他の包括利益  －  －  －  －  －  529

四半期包括利益合計  －  －  56,495  －  －  529

配当金 6 －  －  △13,265  －  －  －

自己株式の変動  －  －  －  △1  －  －

所有者との取引額等合計  －  －  △13,265  △1  －  －

2016年12月31日残高  10,000  418,503  217,230  △13,197  48  1,528

 

（単位：百万円）
 

 

 親会社の所有者に帰属する持分

 非支配持分  資本合計
注記

その他の資本の構成要素

 

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

キャッシュ・
フロー・ヘッ
ジの公正価値
の純変動

 
その他の資本
構成要素合計

2016年４月１日残高  △0  1,047  590,355  637  590,992

四半期利益  －  －  56,495  92  56,588

その他の包括利益  27  556  556  －  556

四半期包括利益合計  27  556  57,051  92  57,144

配当金 6 －  －  △13,265  △13  △13,279

自己株式の変動  －  －  △1  －  △1

所有者との取引額等合計  －  －  △13,267  △13  △13,281

2016年12月31日残高  26  1,603  634,139  716  634,856
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（４）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）
 

 注記
前第３四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年12月31日）

 
当第３四半期連結累計期間
（自　2016年４月１日
至　2016年12月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前四半期利益  65,956  83,051

減価償却費及び償却費  2,003  1,910

減損損失  －  16

金融収益  △111  △280

金融費用  2,207  2,318

棚卸資産の増減額（△は増加）  △28,926  △115,300

営業貸付金及び営業未収入金の増減額（△は増加）  232  △3,318

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少）  △10,616  △7,895

その他  △2,355  △1,943

小計  28,390  △41,441

補助金の受取額  413  0

利息及び配当金の受取額  67  107

利息の支払額  △2,207  △2,002

法人所得税の支払額  △26,983  △36,591

法人所得税の還付額  2,535  2,731

営業活動によるキャッシュ・フロー  2,217  △77,196

投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の預入による支出  △2,320  △6,100

定期預金の払戻による収入  4,120  4,950

有形固定資産の取得による支出  △3,768  △6,916

有形固定資産の売却による収入  42  567

無形資産の取得による支出  △256  △146

投資の取得による支出  △818  △2,219

投資の売却、償還による収入  11  14

貸付による支出  △1,307  △2,060

貸付金の回収による収入  89  495

その他  12  △40

投資活動によるキャッシュ・フロー  △4,196  △11,456

財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額  △17,799  36,965

長期借入れによる収入  27,340  70,525

長期借入金の返済による支出  △28,850  △26,998

社債の発行による収入  30,094  －

社債の償還による支出  －  △300

配当金の支払額 6 △10,946  △13,252

その他  △83  △60

財務活動によるキャッシュ・フロー  △244  66,879

現金及び現金同等物に係る換算差額  △0  △30

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △2,224  △21,804

現金及び現金同等物の期首残高  182,881  229,751

現金及び現金同等物の四半期末残高  180,657  207,947
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

　飯田グループホールディングス株式会社（以下、当社という）は日本に所在する企業であります。本社事務所

は東京都新宿区に所在しております。当社の第３四半期の要約四半期連結財務諸表は、2016年12月31日を期末日

とし、当社及びその子会社、並びに当社の関連会社に対する持分により構成されております。

　当社グループは、戸建分譲事業、マンション分譲事業、請負工事事業及びこれらに関連する事業を主な事業と

して展開しております。

 

２．作成の基礎

(1）IFRSに準拠している旨

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、国際会計基準審議会によって公表されたIFRSに準拠して作成し

ております。当社グループは「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから、同第93条の規定を

適用し、IAS第34号に準拠して作成しております。

　要約四半期連結財務諸表は年次連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、前連結会

計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

　本要約四半期連結財務諸表は、2017年２月10日に取締役会によって承認されております。

 

(2）測定の基礎

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定されている特定の金融商品等を除き、取得原価

を基礎として作成しております。

 

(3）機能通貨及び表示通貨

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未

満の端数を切捨てて表示しております。

 

３．重要な会計方針

　当社グループの要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務

諸表において適用した会計方針と同一であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積年次実効税率を基に算定しております。

 

４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

　当社グループは、要約四半期連結財務諸表を作成するために、会計方針の適用及び資産、負債、収益及び費用

の報告額に影響を及ぼす判断、会計上の見積り及び仮定を用いております。見積り及び仮定は、過去の実績や状

況に応じ合理的だと考えられる様々な要因に基づく経営者の最善の判断に基づいております。しかしながら実際

の結果は、その性質上、見積り及び仮定と異なることがあります。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されております。これらの見積りの見直しによる影響は、当該

見積りを見直した会計期間及び将来の会計期間において認識しております。

　当社グループの要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える判断、見積り及び仮定は、原則として前

連結会計年度に係る連結財務諸表と同様であります。
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５．セグメント情報

(1）報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

　当社は、連結子会社単位及び当社の事業単位を事業セグメントとして認識し、「一建設グループ」、「飯田

産業グループ」、「東栄住宅グループ」、「タクトホームグループ」、「アーネストワン」及び「アイディ

ホーム」を報告セグメントとしております。各報告セグメントにおける主な事業内容は以下となります。

報告セグメントの名称 主な事業内容

一建設グループ 戸建分譲事業、マンション分譲事業、請負工事事業

飯田産業グループ 戸建分譲事業、マンション分譲事業、請負工事事業、不動産賃貸事業、スパ温泉事業

東栄住宅グループ 戸建分譲事業、請負工事事業、不動産賃貸事業

タクトホームグループ 戸建分譲事業、請負工事事業、不動産賃貸事業

アーネストワン 戸建分譲事業、マンション分譲事業、請負工事事業

アイディホーム 戸建分譲事業、請負工事事業

 

(2）セグメント収益及び業績

　当社グループの報告セグメントによる収益及び業績は以下のとおりであります。

　なお、セグメント間の売上収益は、市場実勢価格に基づいております。

 

前第３四半期連結累計期間（自　2015年４月１日　至　2015年12月31日）

（単位：百万円）
 

 

報告セグメント

一建設
グループ

飯田産業
グループ

東栄住宅
グループ

タクトホーム
グループ

アーネスト
ワン

アイディ
ホーム

計

売上収益        

外部収益 245,044 149,332 90,927 76,390 181,208 64,487 807,391

セグメント間の内部売

上収益又は振替高
63 246 0 6 130 － 446

合計 245,107 149,579 90,927 76,396 181,339 64,487 807,837

セグメント利益

（営業利益）
19,419 13,619 4,993 7,157 17,150 4,855 67,196

 

 
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結

売上収益     

外部収益 2,596 809,988 － 809,988

セグメント間の内部売

上収益又は振替高
19,831 20,277 △20,277 －

合計 22,428 830,266 △20,277 809,988

セグメント利益

（営業利益）
984 68,181 △129 68,052

   金融収益 111

   金融費用 △2,207

   
税引前

四半期利益
65,956

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ファーストウッド㈱及び当社の事

業に係るものであります。

２．セグメント利益の調整額△129百万円は、セグメント間取引消去等1,076百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社（本社）費用△1,205百万円であります。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない当社の

一般管理費であります。
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当第３四半期連結累計期間（自　2016年４月１日　至　2016年12月31日）

（単位：百万円）
 

 

報告セグメント

一建設
グループ

飯田産業
グループ

東栄住宅
グループ

タクトホーム
グループ

アーネスト
ワン

アイディ
ホーム

計

売上収益        

外部収益 263,794 165,669 93,976 83,615 192,301 76,267 875,625

セグメント間の内部売

上収益又は振替高
92 359 2 26 148 － 629

合計 263,886 166,028 93,979 83,641 192,450 76,267 876,254

セグメント利益

（営業利益）
23,044 17,123 7,980 8,695 20,908 7,095 84,847

 

 
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結

売上収益     

外部収益 1,682 877,307 － 877,307

セグメント間の内部売

上収益又は振替高
23,146 23,775 △23,775 －

合計 24,828 901,082 △23,775 877,307

セグメント利益

（営業利益）
136 84,983 105 85,089

   金融収益 280

   金融費用 △2,318

   
税引前

四半期利益
83,051

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ファーストウッド㈱及び当社の事

業に係るものであります。

２．セグメント利益の調整額105百万円は、セグメント間取引消去等2,053百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社（本社）費用△1,947百万円であります。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない当社の一

般管理費であります。
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前第３四半期連結会計期間（自　2015年10月１日　至　2015年12月31日）

（単位：百万円）
 

 

報告セグメント

一建設
グループ

飯田産業
グループ

東栄住宅
グループ

タクトホーム
グループ

アーネスト
ワン

アイディ
ホーム

計

売上収益        

外部収益 78,044 48,870 25,129 22,660 64,604 21,627 260,937

セグメント間の内部売

上収益又は振替高
19 107 0 1 42 － 170

合計 78,064 48,977 25,129 22,661 64,647 21,627 261,108

セグメント利益

（営業利益）
6,352 4,519 1,564 2,041 6,459 1,884 22,822

 

 
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結

売上収益     

外部収益 1,012 261,949 － 261,949

セグメント間の内部売

上収益又は振替高
7,266 7,437 △7,437 －

合計 8,278 269,386 △7,437 261,949

セグメント利益

（営業利益）
541 23,364 192 23,557

   金融収益 23

   金融費用 △586

   
税引前

四半期利益
22,993

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ファーストウッド㈱及び当社の事

業に係るものであります。

２．セグメント利益の調整額192百万円は、セグメント間取引消去等593百万円、各報告セグメントに配分してい

ない全社（本社）費用△401百万円であります。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない当社の一般管

理費であります。
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当第３四半期連結会計期間（自　2016年10月１日　至　2016年12月31日）

（単位：百万円）
 

 

報告セグメント

一建設
グループ

飯田産業
グループ

東栄住宅
グループ

タクトホーム
グループ

アーネスト
ワン

アイディ
ホーム

計

売上収益        

外部収益 84,684 56,424 32,198 26,665 63,644 26,144 289,762

セグメント間の内部売

上収益又は振替高
25 184 0 20 45 － 276

合計 84,710 56,608 32,198 26,686 63,690 26,144 290,039

セグメント利益

（営業利益）
6,553 5,383 2,756 2,589 6,298 2,067 25,648

 

 
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結

売上収益     

外部収益 575 290,338 － 290,338

セグメント間の内部売

上収益又は振替高
7,969 8,245 △8,245 －

合計 8,544 298,584 △8,245 290,338

セグメント利益

（営業利益）
△103 25,545 307 25,852

   金融収益 179

   金融費用 △496

   
税引前

四半期利益
25,535

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ファーストウッド㈱及び当社の事

業に係るものであります。

２．セグメント利益の調整額307百万円は、セグメント間取引消去等1,034百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社（本社）費用△726百万円であります。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない当社の一般

管理費であります。

 

６．配当金

(1)　配当金支払額

前第３四半期連結累計期間（自　2015年４月１日　至　2015年12月31日）

決議日 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2015年６月26日

定時株主総会
普通株式 5,593 19 2015年３月31日 2015年６月29日

2015年11月12日

取締役会
普通株式 5,593 19 2015年９月30日 2015年12月４日

（注）2015年６月26日定時株主総会決議の配当金の総額は内部取引（子会社が保有する親会社株式に対する配当）合計

114百万円を、2015年11月12日取締役会決議の配当金の総額は内部取引合計114百万円を含んでおります。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2016年４月１日　至　2016年12月31日）

決議日 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2016年６月28日

定時株主総会
普通株式 6,632 23 2016年３月31日 2016年６月29日

2016年11月11日

取締役会
普通株式 6,632 23 2016年９月30日 2016年12月５日
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(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

前第３四半期連結累計期間（自　2015年４月１日　至　2015年12月31日）

　該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2016年４月１日　至　2016年12月31日）

　該当事項はありません。

 

７．１株当たり利益

　基本的１株当たり四半期利益の計算は以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年12月31日）

 
当第３四半期連結累計期間
（自　2016年４月１日
至　2016年12月31日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 43,306  56,495

発行済普通株式の加重平均株式数（千株） 288,385  288,384

基本的１株当たり四半期利益（円） 150.17  195.90

（注）希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、希薄化後１株当たり四半期利益は記載しておりません。

 

 
前第３四半期連結会計期間
（自　2015年10月１日
至　2015年12月31日）

 
当第３四半期連結会計期間
（自　2016年10月１日
至　2016年12月31日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 15,370  17,392

発行済普通株式の加重平均株式数（千株） 288,385  288,383

基本的１株当たり四半期利益（円） 53.30  60.31

（注）希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、希薄化後１株当たり四半期利益は記載しておりません。

 

８．金融商品

(1）金融商品の公正価値

①　金融商品の帳簿価額及び公正価値

　金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 

前連結会計年度
（2016年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2016年12月31日）

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

金融資産     

現金及び預金 233,316 233,316 212,662 212,662

満期保有投資 1,302 1,384 1,302 1,366

貸付金及び債権 34,423 34,457 41,848 41,860

売却可能金融資産 9,553 9,553 12,112 12,112

合計 278,596 278,711 267,926 268,002

金融負債     

償却原価で測定する金融負債     

社債及び借入金 255,719 256,086 336,013 336,220

営業債務及びその他の債務 117,996 117,996 110,271 110,271

その他の金融負債 4,281 4,281 3,804 3,804

合計 377,997 378,364 450,089 450,296

 

 

EDINET提出書類

飯田グループホールディングス株式会社(E27759)

四半期報告書

22/26



②　金融商品の公正価値の算定方法

（現金及び預金）

　満期までの期間が短期であるため、帳簿価額は公正価値に近似しております。

 

（満期保有投資）

　公正価値は市場価格によっております。

 

（貸付金及び債権）

　短期間に決済されるものについては、帳簿価額は公正価値に近似しております。

 

　一般債権に区分される貸付金等は、主に変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映するため、

貸付先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、公正価値

は当該帳簿価額によっております。

 

　貸倒懸念債権等に区分されるものについては、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積額を

算定しているため、時価は決算日における連結貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似

していることから、公正価値は当該価額によっております。

 

　上記以外の営業債権等の公正価値は、一定の期間ごとに区分し、債権額を満期までの期間及び信用リスク

を加味した利率により割り引いた現在価値により算定しております。

 

（売却可能金融資産）

　売却可能金融資産のうち、上場株式の公正価値については、期末日の市場価格によって算定しておりま

す。非上場株式の公正価値については合理的な方法により算定しております。

 

（社債及び借入金）

　社債及び借入金の公正価値は、一定の期間ごとに区分し、債務額を満期までの期間及び信用リスクを加味

した利率により割り引いた現在価値により算定しております。

 

（営業債務及びその他の債務、その他の金融負債）

　当該債務については、主として短期間に決済されるものであるため、帳簿価額は公正価値に近似しており

ます。

 

③　公正価値ヒエラルキー

　公正価値で測定される金融商品について、測定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じた公正

価値測定額を、レベル１からレベル３まで分類しております。

レベル１：活発な市場における同一の資産又は負債の市場価格

レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値

レベル３：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値

　公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、各四半期の期末時点で発生したものとして認識しておりま

す。

　なお、前連結会計年度及び当第３四半期連結会計期間において、レベル１とレベル２の間における振替は

ありません。

 

前連結会計年度（2016年３月31日）

（単位：百万円）
 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

売却可能金融資産     

上場株式 289 － － 289

非上場株式 319 － 4,565 4,885

その他 1,201 － 3,177 4,378

合計 1,809 － 7,743 9,553
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当第３四半期連結会計期間（2016年12月31日）

（単位：百万円）
 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

売却可能金融資産     

上場株式 364 － － 364

非上場株式 332 － 6,374 6,706

その他 1,175 － 3,865 5,040

合計 1,873 － 10,239 12,112

 
　レベル３に分類された金融商品の期首から四半期末までの変動は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2016年４月１日
至　2016年12月31日）

期首残高 6,876 7,743

利得及び損失合計   

損益（注）１ 11 △351

その他の包括利益（注）２ 368 632

購入 613 2,219

売却 △4 △0

その他 △6 △4

期末残高 7,860 10,239

（注）１．損益に含まれている利得及び損失は、決算日時点の売却可能金融資産に関するものであります。これらの損

益は要約四半期連結損益計算書の「金融収益」及び「金融費用」に含まれております。

２．その他の包括利益に含まれている利得及び損失は、決算日時点に保有する市場で取引されていない株式等に

関するものであります。これらは要約四半期連結包括利益計算書の「売却可能金融資産の公正価値の純変

動」に含まれております。
 

　なお、前第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結累計期間において、レベル３への振替又はレベル

３からの振替はありません。

　レベル３に分類されている金融資産は、主に非上場株式により構成されています。

　なお、重要な観察不能なインプットは主として純資産簿価法であり、公正価値は純資産簿価の上昇（低

下）により増加（減少）することとなります。

　レベル３に分類された資産、負債については公正価値測定の評価方針及び手続きに従い、担当部署が対象

資産、負債の評価方法を決定し、公正価値を測定しております。公正価値の測定結果については適切な責任

者が承認しております。

　レベル３に分類された金融商品について、観察可能でないインプットを合理的に考えうる代替的な仮定に

変更した場合に重要な公正価値の変動は見込まれていません。

 

９．重要な後発事象

　該当事項はありません。

 

２【その他】

2016年11月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ） 配当金の総額………………………………………… 6,632百万円

（ロ） １株当たりの金額………………………………………………23円

（ハ） 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2016年12月５日

（注） 2016年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2017年２月10日

飯田グループホールディングス株式会社

取　締　役　会　　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柴田　憲一

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 向出　勇治

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　高揮

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている飯田グループ

ホールディングス株式会社の2016年４月１日から2017年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2016年

10月１日から2016年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2016年４月１日から2016年12月31日まで）に係る要約

四半期連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益

計算書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準第

34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務報

告」に準拠して、飯田グループホールディングス株式会社及び連結子会社の2016年12月31日現在の財政状態、同日をもっ

て終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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